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○労働基準法（昭和22年法律第49号） 労基法

○労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号） 労基則

○労働者安全衛生法（昭和47年法律第57号） 安衛法

○労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号） 安衛則

○医療法（昭和23年法律第205号） 医療法

○医療法第百二十八条の規定により読み替えて適用する 読替省令

労働基準法第百四十一条第二項の厚生労働省令で定め

る時間等を定める省令（令和４年厚生労働省令第６号）
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１．制度概要 時間外労働の上限規制の概要
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働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）により改正された労

働基準法（昭和22年法律第49号）において、時間外労働の上限は、原則として月45時間、年360時間

（限度時間）とされ、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含

む）、複数月平均80時間以内（休日労働含む）とされた。

※限度時間を超えて時間外労働を延長できるのは年６か月が限度

※医業に従事する医師：令和６年３月31日まで適用猶予あり、特定医師には令和６年４月１日以降特例あり

時間外労働の上限規制のイメージ

限度時間
１か月４５時間
１年３６０時間

など

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月ま
で

１年間＝１２か月

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限
（原則）

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間以内（休日労働含む）
・月100時間未満（休日労働含む）

１年間＝１２か月

年間６か月ま
で



１．制度概要 医師の働き方改革の概要

医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4～）

地域医療等の確保
医療機関が医師の労働時間

短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正

国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進

タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は長時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働

【医師の長時間労働】

＜行政による支援＞

・医療勤務環境改善支援センター

を通じた支援

・経営層の意識改革（講習会等）

・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保

Ａ （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務

連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間
※2035年度末
を目標に終了

義務
Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専門研修）
1,860時間

C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

医師の健康確保

面接指導
健康状態を医師がチェック

休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

現状

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、
より能動的に対応できるようにする

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

目指す姿

■これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き方改革に取り組む必要がある。
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○ 働き方改革関連法により、時間外労働の上限規

制※を新たに規定。

○ 医業に従事する医師については、令和６年３月

31日まで上限規制の適用を猶予。

○ 医業に従事する医師のうち、特定医師について、

令和６年４月１日より医師の時間外労働の上限

規制を適用。具体的な時間数は厚生労働省令

（原則(Ａ水準):労基則、特例水準:読替省令）

に規定※。

労基法

※ 36協定において定める時間外労働の上限を、月45時間、年

360時間、臨時的に必要がある場合においても月100時間未

満（休日労働を含む）、年720時間（月45時間を超えられる

のは年６か月以内）、個人の時間外労働（休日労働を含む）

について、月100時間未満、２～６か月平均80時間以内。

○ 医師労働時間短縮計画に係る枠組み

○ 特例水準（連携B、B、C-1、C-2）

の対象医療機関の指定に係る枠組み

○ 追加的健康確保措置の義務化※及び

履行確保に係る枠組み

医療法

１．制度概要 医師の働き方改革に関する各法令の関係性
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※ 月の上限については、面接指導による例外有り

※ 勤務間インターバル・代償休息

※ 面接指導

○ 面接指導の対象者として、特定医師

固有の要件※を規定。

安衛法

※ 労基法・医療法の面接指導について、安衛法の

面接指導としても位置付け、同法に基づく衛生

委員会による調査審議等が及ぶこととするため。

３法の面接指導の関
係性については後述。

特例水準の指定を受
けることにより、特
例水準における上限
時間（読替省令）や
勤務間インターバル
の確保義務等が適用
される。
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※開始年限は、臨床研修部会等において検討

都道府県による特例水準医療機関の指定
（医療機関からの申請）

地域医療への影響等を踏まえた都道府県の判断

※審査組織における審査に関する規定は2022年4月施行

※第三者評価に関する規定は2022年4月施行

※特例水準は、指定の対象となった業務に
従事する医師に適用される。

医師についての時間外労働の上限規制
の適用開始（改正労働基準法の施行）

 時短計画に基づく取組み
 特例水準適用者への追加的

健康確保措置
 定期的な時短計画の見直し、

評価受審

時間外労働が年960時間以下の医師
のみの医療機関は都道府県の指定不要

特例水準の指定を受けた
医療機関

労務管理の一層の適正化・タスクシフト／シェアの推進の取組み

連携Ｂ水準 Ｂ水準

Ｃ-１水準 Ｃ-２水準

※一医療機関は一つ又は複数の水準の指定

時短計画案の作成
都道府県の指定を受けようとする場合は、第三者評価を受審する前までに作成

※時間外労働が年960時間を超えている医師がいる医療機関は、時短計画を作成し取り組むよう努め、
その時短計画に基づく取組（PDCA）に対して都道府県が支援

医療機関勤務環境評価センターによる第三者評価

労働時間実績や時短の取組状況を評価

臨床研修・専門研修プログラムにおける時間外労働時間数の明示
Ｃ-１水準

※都道府県の指定に関する事前
準備規定は2022年4月施行

審査組織による医療機関の個別審査
特定の高度な技能の教育研修環境を審査

連携Ｂ水準

B水準

Ｃ-１水準

Ｃ-２水準

Ｃ-２水準

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

１．制度概要 医師の時間外労働の上限規制の適用までの流れ



２．Ｑ＆Ａ解説－（１）特定医師の定義

7

（Ｑ１－１関係）

「医業に従事する医師」（労基法第141条第１項及び同条第４項）

医行為（当該行為を行うに当たり、医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体に危

害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為）を、反復継続する意思をもって行う医師

「医療提供体制の確保に必要な者として厚生労働省令で定める者」（労基法第141条第１項）

病院若しくは診療所で勤務する医師（医療を受けるものに対する診療を直接の目的とする業務を行

わない者を除く。）又は介護老人保健施設若しくは介護医療院において勤務する医師＝「特定医

師」（労基則附則第69条の２）

 適用猶予（労基法第141条第４項）の対象は「医業に従事する医師」全般

 医師の上限規制（労基法第141条第１項）の対象は「医業に従事する医師」のうち「特定医師」のみ

労 働 者
「医業に従事する医師」

（適用猶予の対象）
「特定医師」

（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医

＜参 考＞
医療則の「医業に従事する医師」は
労基則の「特定医師」と同じ範囲。



２．Ｑ＆Ａ解説－（１）特定医師の定義
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（Ｑ１－２、Ｑ１－３関係）

＜血液センター等の勤務医、産業医、大学病院の裁量労働制適用医師＞

「医業に従事する医師」○（医行為を反復継続して行っている）

 適用猶予（労基法第141条第４項）の対象にはなる。

「特定医師」✕（病院等に勤務していない、診療を直接の目的とする業務を行っていない）

 医師の上限規制（労基法第141条第１項）の対象ではなく、一般労働者の上限規制（労基法第36条第

５項、第６項第２号、３号）の対象となる。

令和６年４月１日～ 一般労働者の上限規制（労基法第36条第５項、６項第２号、３号）

労 働 者
「医業に従事する医師」

（適用猶予の対象）

・血液センター等の勤務医
・産業医
・大学病院の裁量労働制適用医師

「特定医師」
（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医



２．Ｑ＆Ａ解説－（１）特定医師の定義
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（Ｑ１－４関係）

＜歯科医師、獣医師＞

「医業に従事する医師」「特定医師」✕（医師法上の「医師」ではない）

 適用猶予（労基法第141条第４項）と医師の上限規制（労基法第141条第１項）のいずれの対象にも

ならない。

平成31年４月（大企業）～ or 令和２年４月（中小企業）～

一般労働者の上限規制（労基法第36条第５項、第６項第２号、３号）

労 働 者

・歯科医師
・獣医師

「医業に従事する医師」
（適用猶予の対象）

・血液センター等の勤務医
・産業医
・大学病院の裁量労働制適用医師

「特定医師」
（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医



２．Ｑ＆Ａ解説－（１）特定医師の定義
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（Ｑ１－５関係）

＜事業場内の診察室で診療も行っている産業医＞

「医業に従事する医師」「特定医師」 ○（通常従事する業務として診療が予定されている場合）

 適用猶予（労基法第141条第４項）と医師の上限規制（労基法第141条第１項）のいずれの対象にも

なる。

令和６年４月１日～

医師の上限規制（労基法第141条第１項）

労 働 者

・歯科医師
・獣医師

「医業に従事する医師」
（適用猶予の対象）

・血液センター等の勤務医
・産業医
・大学病院の裁量労働制適用医師

「特定医師」
（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医
・診療も行っている産業医



２．Ｑ＆Ａ解説－（１）特定医師の定義
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労 働 者

・歯科医師
・獣医師

「医業に従事する医師」
（適用猶予の対象）

・血液センター等の勤務医
・産業医
・大学病院の裁量労働制適用医師

「特定医師」
（医師の上限規制の対象）

・病院等で診療を行う勤務医
・診療も行っている産業医

令和６年４月１日～
医師の上限規制（労基法第141条第１項）

平成31年４月（大企業）～ or 令和２年４月（中小企業）～
一般労働者の上限規制（労基法第36条第５項、第６項第２号、第３号）

令和６年４月１日～
一般労働者の上限規制
（労基法第36条第５項、６項第２号、第３号）

（Ｑ１関係まとめ）



２．Ｑ＆Ａ解説－（２）36協定の締結・届出
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（Ｑ２－１関係） 36協定締結にあたっての総論

●特定医師に関する36協定の届出には、

様式第９号の４（特別条項なし）又は第９号の５（特別条項あり）を用いる。

●締結にあたっては、まずは、限度時間（１か月45時間、１年360時間）の範囲内で延長時間を定め、

臨時的な特別な事情がある場合には、特別条項を定めて、特別延長時間を定める。

（臨時的な特別な事情がある場合（事由）の記載例）

Ａ水準 患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など

Ｂ水準 救急患者や重症患者に対する診療、検査、診断、処置、手術への対応 など
※地域医療の確保のためにやむを得ず長時間労働になる事由を記載

連携Ｂ水準 患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など
※派遣されるまで派遣元で従事している医師業務との関係で臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わせる事由を記載

Ｃ水準 ○○臨床研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応
○○専門研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応 など
※各医師の技能研修計画について、時間外労働を行わせる必要のある事由を記載

●その他、36協定の協定事項については参考①を、様式・記載例については参考②を参照。



（参考①）36協定の締結事項
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（36協定において締結すべき項目）

●特定医師に関する36協定については、以下について定めなければならない。

時間外・休日労働をさせることができる場合

時間外・休日労働をさせることができる労働者の範囲

対象期間（１年間に限る） １年の起算日 有効期間

対象期間における

✔１日 ✔１か月※ ✔１年※

について労働時間を延長して労働させることができる時間又は労働させることができる休日

※原則となる時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）の範囲で協定します。

一般条項の協定項目

（副業・兼業先での労働時間も合わせて）時間外・休日労働は、

 １か月：水準問わず100時間未満※

 １年 ：Ａ水準 960時間以内／連携Ｂ水準、Ｂ水準、Ｃ水準 1,860時間以内

を満たすこと。

※１か月について時間外・休日労働が100時間以上となることが見込まれる医師について、面接指導を実施等する場合は、１か月の時間外・休日労働が100時間以
上となっても差し支えない。

（副業・兼業先での労働時間も合わせて）１か月の時間外・休日労働の合計が100時間以上となる場合の措置※

 １か月の時間外・休日労働の合計が100時間に到達する前に面接指導を実施し、面接指導実施医師の意見を踏まえ、労働者の健康確
保のために必要な措置を講ずること

 １か月の時間外・休日労働の合計が155時間を超えた場合、労働時間短縮のための具体的措置を行うこと

※１か月の時間外・休日労働の合計が、100時間以上、155時間超となることが見込まれない場合には、36協定に本措置に関する定めをする必要はありません。

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項



（参考①）36協定の締結事項
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●臨時的な特別の事情があるため、時間外労働の限度時間（月45時間・年360時間）を超えて

時間外・休日労働を行わせる必要がある場合には、特別条項として、さらに以下について協定する。

限度時間を超えて労働させることができる場合

限度時間を超えた労働に係る割増賃金率

自院で臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合における

 １か月の時間外・休日労働の合計時間数※１

 １年の時間外・休日労働の合計時間数※２

※１ 水準問わず、１か月100時間未満の範囲で定めてください。

ただし、36協定に、「１か月の時間外・休日労働の合計が100時間に到達する前に面接指導を実施し、面接指導実施医師の意見を踏まえ、労働者の

健康確保のために必要な措置を講ずること」を定めた場合、この限りではありません。

※２ Ａ、連携Ｂ水準 960時間以内／Ｂ、Ｃ水準 1,860時間以内の範囲で定めてください。

連携Ｂ、Ｂ、Ｃ水準の医師について、以下の措置を行うこと

 １年間の時間外・休日労働の合計時間数が960時間を超えることが見込まれる者に対する勤務間インターバルの確保等によ
る休息時間の確保

限度時間を超えて労働させる場合における手続き

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合

特別条項の協定項目

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康および福祉を確保するための措置

チェックボックスへチェックを入れる必要のある事項



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例①：１枚目）



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例②：２枚目（Ａ水準））



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例③：２枚目（Ｂ水準））



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例④：２枚目（連携Ｂ水準））



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例⑤：２枚目（Ｃ水準））



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例⑥：３枚目（Ａ水準））



（参考②）36協定届の記載例
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（36協定届の記載例⑦：３枚目（特例水準））
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（Ｑ２－２、２－３、２－４、２－５関係） 特例水準の36協定の締結にあたっての留意点

（36協定の対象期間の開始日以前に）
Ｂ・Ｃ水準についての指定

Ｂ・Ｃ水準の指定がないにもかかわらず、当該水準に関する36

協定を締結した場合には、法に適合しない内容を定めた36協定

として、一般条項及び特別条項が全体として無効。

特例水準の特定医師の特定方法

例えば、名簿等により特定しておくことが必要。

このとき、異動や転職で特例水準の特定医師の名簿に変更があ

れば※、都度名簿を更新することが望ましい。

※36協定締結当初から状況が変わり、例えば、特例水準の医師の人数が大幅に増加・減少

したといった特段の事情がない限り、36協定を変更して再度提出する必要はない。

特例水準の特定医師の範囲の定め方
基本的には、特例水準の医師の範囲は時短計画の内容に合わせ

て協定することが適切。



２．Ｑ＆Ａ解説－（３）上限規制の内容
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（Ｑ３－１、Ｑ３－３関係）

労基法第141条第２項の上限：36協定において協定する際の上限（特別延長時間の上限）

⇒副業・兼業の有無にかかわらず、自らの医療機関における時間外・休日労働の時間のみで上限の範囲

内とする必要があるもの（事業場単位）

労基法第141条第３項の上限：特定医師個人に対する時間外・休日労働時間の上限

⇒副業・兼業があった場合、副業・兼業先の医療機関における時間外・休日労働時間と自らの医療機関

における時間外・休日労働時間の合計時間数が上限の範囲内である必要があるもの（個人単位）

特別延長時間の上限
（労働時間の通算無し）

時間外・休日労働時間の上限
（労働時間の通算有り）

Ａ水準（労基則） 年960時間 年960時間

連携Ｂ水準（読替省令） 年960時間 年1,860時間

Ｂ水準（読替省令） 年1,860時間 年1,860時間

Ｃ水準（読替省令） 年1,860時間 年1,860時間

※時間外・休日労働の上限には、月100時間未満の上限もある（例外有り）。

※連携Ｂ水準の特定医師は、自らの医療機関での時間外・休日労働時間は、36協定上、年960時間に限られるが、副業・兼業があ
る場合は、副業・兼業先の医療機関における時間外・休日労働時間と自らの医療機関における時間外・休日労働時間を通算して
年1,860時間が上限となる。



２．Ｑ＆Ａ解説－（４）副業・兼業（上限規制）

24

（Ｑ４－１関係）

●労基法第141条第２項の上限：36協定において協定する際の上限（特別延長時間の上限）

⇒副業・兼業の有無にかかわらず、自らの医療機関における時間外・休日労働の時間のみで上限の

範囲内とする必要がある。（労基則附則第69条の４、読替え省令第１条）

⇒36協定では、医療機関ごとの延長時間を定めることから、副業・兼業の場合も通算されない。

●労基法第141条第３項の上限：特定医師個人に対する「時間外・休日労働時間の上限」

⇒副業・兼業があった場合、副業・兼業先の医療機関における時間外・休日労働時間と自らの

医療機関における時間外・休日労働時間の合計時間数が上限の範囲内である必要がある。

（労基則附則第69条の５、読替え省令第２条）

⇒個人の実労働時間を規制するものであることから、本上限の適用の上では、副業・兼業の場合、

労働時間が通算される。

特別延長時間の上限
（労働時間の通算無し）

時間外・休日労働時間の上限
（労働時間の通算有り）

Ａ水準 年960時間 年960時間

連携Ｂ水準 年960時間 年1,860時間

Ｂ水準 年1,860時間 年1,860時間

Ｃ水準 年1,860時間 年1,860時間

（参考）

各水準ごとの上限



２．Ｑ＆Ａ解説－（４）副業・兼業（上限規制）
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（Ｑ４－２、４－３、４－４関係） 特定医師✕特定医師で副業・兼業を実施する場合

●医師が、異なる水準の医療機関で副業・兼業を行うこともありえる。

自院又は副業・兼業先で、特例水準が適用される場合には、当該医師には特例水準における

「時間外・休日労働時間の上限」（特定医師個人に対する上限）が適用される。

自院での

適用水準

副業・兼業先での

適用水準

その医師の

年間の上限時間

A水準 A水準 960時間

A水準 特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

1,860時間特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

A水準

特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

特例水準
（連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準）

●特例水準の医療機関とＡ水準の医療機関で勤務する場合でも、Ａ水準の医療機関は、自院での

時間外・休日労働は自院の36協定の範囲内（特別延長時間の上限960時間）で行う必要がある。

●年間の「時間外・休日労働時間の上限」の起算日は、それぞれの医療機関における36協定の

対象期間の起算日に合わせる。



２．Ｑ＆Ａ解説－（４）副業・兼業（上限規制）
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（Ｑ４－５関係） 非特定医師✕特定医師で副業・兼業を実施する場合

●（特定医師に該当しない）産業医として民間企業に勤務している医師が、特定医師（Ａ水準）として

医療機関で副業・兼業を行った場合、

産業医など特定医師に該当しない医師として勤務している事業場（民間企業）

⇒労基法第36条第６項第２号、第３号の適用を受けることから、

副業・兼業先（Ａ水準の医療機関）における時間外・休日労働と、

自社（民間企業）における時間外・休日労働を通算して、

「１箇月100時間未満」・「複数月80時間以内」とする必要がある。

特定医師として勤務している医療機関

⇒労基法第36条第６項第２号、第３号の適用を受けず、

労基法第141条第３項、労基則第69条の５の適用を受けることから、

副業・兼業先（民間企業）における時間外・休日労働と、

自院（Ａ水準の医療機関）における時間外・休日労働を通算して、

「１箇月100時間未満（例外あり）」・「１年960時間以内」とする必要がある。



２．Ｑ＆Ａ解説－（４）副業・兼業（上限規制）
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（Ｑ４－６関係）

●労働時間の通算は、医師の自己申告等に基づき行う。

●適切な労務管理が行われるよう、医療機関においては、副業・兼業先における勤務予定や労働時間を
把握するためのルールや手続きを明確化することが必要。

●具体的な労働時間の通算方法や、副業・兼業を把握するためのルールや手続きについては、

「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を参照。

•厚生労働省ホームページ ＞ 副業・兼業
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00

00192188.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000192188.html


２．Ｑ＆Ａ解説－（５）面接指導
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（Ｑ５－１、Ｑ５－２、Ｑ５－３、Ｑ５－８関係）

労基則の面接指導 医療法の面接指導 安衛法の面接指導

要 件
（対象者）

時間外・休日労働が月100時間以上見込まれる特定医師
※ 安衛則第19条第１項は、特定医師に対する労基則の面接指導の結果を、安衛法第18条に基づく衛生委員会の付議事項

とすること等、安衛法に基づく健康確保措置の基礎とすることを目的に、特定医師を安衛法第66条の８第１項の面接
指導の対象として定めたもの。

実施主体 管理者 事業者

位置付け

特定医師に月100時間以上の
時間外・休日労働を行わせる
ための要件（労基法第141条第３

項、労基則第69条の５ただし書）

面接指導の実施自体が義務
（医療法第108条第１項）

面接指導の実施自体が義務
（安衛法第66条の８第１項）

労基則の面接指導が行われないまま、特定医師に月100時間以上の時間

外・休日労働をさせた場合、当該労働が36協定で定めた「特別延長時間

の上限」の範囲内であったとしても、労基法第141条第３項違反となる。

※ 「特別延長時間」を超えて労働させた場合には、労基法第32条第１項違反にもなる。

労基則の面接指導、医療法
の面接指導は、実施主体が
いずれも「管理者」であり、
面接指導の要件等も同一で
あることから、同一の面接
指導として実施可能。

実施主体は「事業者」であり、労基
則・医療法の面接指導とは実施主体が
異なっていることから、これら面接指
導と同じものとして取り扱うことはで
きない。もっとも、労基則の面接指導
後、安衛法第66条の８第２項ただし書
の書面を提出すれば安衛法の面接指導
も実施済みとなる。



２．Ｑ＆Ａ解説－（５）面接指導
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（Ｑ５－４、Ｑ５－９関係）

管理者より、面接指導対象医師の勤務の状況、睡眠の状況、疲労の蓄積の状況、心身の状況等の確認

※ 時間外・休日労働時間や「労働者の疲労蓄積自己診断チェックリスト」等による行うことを想定。面接までを行うものではない。

管理者より、面接指導実施医師に対し、面接指導対象医師の氏名と上記各情報を提供

面接指導実施医師より、面接指導対象医師に対し、面接指導を実施

※ 面接指導の一連の流れの中で、面接指導対象医師にヒアリングする等して、勤務の状況、睡眠の状況、疲労の蓄積の状況、心身の状況

等を確認する。

管理者は面接指導の結果を記録した書面を保存

（保存期間：５年間、保存方法：書面又は電磁的記録）

自院の事業者や他院の管理者・事業者に

面接指導の結果を証明する書面を提出



面接指導実施医師の要件

① 面接指導対象医師が勤務する病院又は診療所の管理者ではないこと

※ また、面接指導を受ける医師が安心して面接指導を受けられ、本人の健康確保につなが

るように、同じ部署の上司は避けることが望ましい。各病院において面接指導実施医師

を設けるに際しては、面接指導を受ける医師が安心して面接指導を受けられるよう配慮

することが適当。

② 医師の健康管理を行うのに必要な知識を修得させるための講習（※）

を修了していること

※ 面接指導実施医師養成ナビ（https://ishimensetsu.mhlw.go.jp/）において受講可能

２．Ｑ＆Ａ解説－（５）面接指導
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（Ｑ５－５関係）

産業医や他院所属の医師であっても、①及び②を満たせば、面接指導実施医師

となることができる（産業医であっても、これらの要件を満たさなければ、面

接指導実施医師にはなれない）。

https://ishimensetsu.mhlw.go.jp/


２．Ｑ＆Ａ解説－（５）面接指導
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（Ｑ５－６関係）

●Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の医師に対しては、

・時間外・休日労働が80時間前後となる時期に面接指導を実施することが目安。

・前月に時間外・休日労働が80時間を超えるなど、時間外・休日労働が100時間以上となる

可能性が高い医師には、時間外・休日労働が100時間に到達する前に、あらかじめ実施時期を

定めて面接指導を実施する等の対応が推奨される。

資料出所：医師の働き方改革の推進に関する検討会中間と

りまとめ別添１「長時間労働の医師への健康確保措置に関

するマニュアル」

※面接指導の実施時期については、

医療機関が独自に判断基準を定める

ことができる。

面接指導の実施時期の考え方

低い 高い



２．Ｑ＆Ａ解説－（６）副業・兼業（面接指導）

32

（Ｑ６－１、６－２、６－５関係）

●医師が副業・兼業を行っている場合、自院

と副業・兼業先の医療機関で労働時間を通

算し、１か月100時間以上の時間外・休日労

働が見込まれる場合に面接指導を実施する。

●労働時間を通算した結果、１か月100時間

以上の時間外・休日労働が見込まれる場合

には、基本的には、当該医師が勤務してい

る全ての医療機関に面接指導を実施する義

務が発生する。

●勤務している医療機関の１つで面接指導を

受けた場合、他の医療機関に面接指導の結

果を証する書面を提出すると、提出を受け

た医療機関でも面接指導実施済みとなる。

医療機関 X

（主たる勤務先）

長時間労働医師
への面接指導

実施

安衛法の面接指導
実施済となる

医療機関 Y

事業者

管理者

面接指導結

果・意見書を

提出

長時間労働医師
への面接指導
実施済となる

安衛法の面接指導
実施済となる

事業者

管理者

面接指導

結果・意

見書を提

出
結果の記録を作成、保存

結果を証明する

書面を保存

結果を証明する

書面を保存

結果を証明する

書面を保存

管理者の
措置内容
記載あり

管理者の
措置内容
記載あり

面接指導結

果・意見書を

提出
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（Ｑ６－２関係）

雇用形態等を踏まえて決定

連携Ｂ・Ｂ・Ｃ水準適用医師と
して勤務する医療機関の中から
雇用形態等を踏まえて決定

雇用形態等を踏まえて決定

勤務先に
特例水準指定の
医療機関なし

勤務先に
特例水準指定の
医療機関あり

特例水準対象業務に
従事する医療機関あり

特例水準対象業務に
従事する医療機関なし

複数勤務あり

●複数の医療機関のうち、どの医療機関

が面接指導を実施するかについては、

特例水準の医師として勤務しているか

否か、正規雇用か否かといったことを

踏まえて、実際に面接指導を実施する

医療機関を決定する。
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（Ｑ７－２関係）

甲病院（Ｂ水準）から乙病院（Ａ水準）へ転職（11月30日退職、12月１日入職）

⇒乙病院（Ａ水準）の36協定の対象期間（10月１日～翌９月30日）に、

甲病院（Ｂ水準）で勤務した期間（～11月30日）が含まれる

⇒本特定医師の「時間外・休日労働時間の上限」（特定医師個人に対する上限）は、年1,860時間

11月30日退職
甲病院（Ｂ水準）
時間外・休日労働
年1,860時間以下

乙病院（Ａ水準）
時間外・休日労働
年960時間以下

転職

４月１日

12月１日入職

36協定の対象期間の起算日
時間外・休日労働時間の上限の起算日

36協定の対象期間の起算日
時間外・休日労働時間の上限の起算日

10月１日

時間外・休日労働時間の上限：年1,860時間

対象期間中に
甲病院（Ｂ水
準）での勤務
期間を含む

９月30日

⇒10月１日～11月30日までの甲病院での
時間外・休日労働と、
12月１日以降の乙病院での時間外・休日労働を
合計して1,860時間まで

※乙病院における時間外・休日労働は、同院の36協定の範囲内
とする必要がある


